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［資料J
現代世界海運の構造
東海林滋
ほしがき
一般に「構造」という言葉がそうであるように，海上輸送（もしくは運
送）の構造といっても，何をいうのかすぐには， tまっきりしないかもしれな
ぃ。きまった捉え方があるのでもなさそうである。しかしともかくここでは，
主として実物的・技術的あるいは制度的な面で，現代国際海上運送のいわば
外面的な様相をいう。そのために，（1）何が（どこから）どこへ，（2）何で，（3)
誰によって運ばれているか―この 3本の柱で考えることにしよう。第 1の
問題は，輸送対象の問題であり，第2は輸送手段の問題である。これに対し
て，第3の問題は，輸送主体の問題だということができようが，「誰の船で」
「どういう契約で」というように，船舶の所有と運航の形態に関する問題だ
(1) 
ともいえる。主体を国別にプロックした，いいかえると，政治的な色分けに
よって眺めた場合の輸送構造の問題は，また別の機会に論ずることにしたい。
I 海上荷動きの動向
1．石油および撒積貨物の増加
第2次大戦後の世界経済は，第 1次大戦後にくらべると， tまるかに安定し
た回復と成長の過程をたどったので，国際貿易したがって国際的な海上荷動
き量も，戦後3年目の1948年には，はやくも戦前 (1937年）の水準をとり戻
し， 1967年には約4倍弱に達している。
その内容をみるとき，第 1に明らかなことは，石油（クンカー・カーゴ
(1) 同じような構想でまとめられた論文として，加地教授の論文がある。加地照義
「世界海運における輸送構造の変化」『国民経済雑誌』第114巻第4号（野村寅三郎
博士記念号），昭41.10。
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ー）の飛躍的な増大である。すなわち，第 1表によれば，戦前には，わずか
第1表世界海上荷動量 （百万M.T.) 
＾ ロ 計 石 油 乾 貨 物 五大湖地方1929 470 (100) 65 (13. 8) 390 (83. 1) 16 (3.4) 
1937 490 (100) 105 (21.4) 375 (76.5) 16 (2.9) 
1950 550 (100) 225 (40.9) 300 (54.5) 26(4.7) 
1955 830 (100) 350 (42. 2) 450 (54.2) 26 (3.1) 
1960 1,110 (100) 540 (49.1) 540 (48.6) 27 (2. 5) 
1965 1,670 (100) 870 (52.1) 770 (46.1) 37 (2. 3) 
1966 1,800 (100) 960 (53. 3) 800 (44. 4) 37 (2.1) 
1967 1,890 (100) 1, 050 (55. 6) 810 (42.9) 34 (1. 8) 
（注） 日本郵船『海連関係諸統計』（昭4.5)による。原資料はUN,Monthし1
Bulletin of Statistics. 
に21％を占めるにすぎなかった石油貨物は， 1967年には，実に55.6％に達し，
やがて全海上荷動き量の 6割にも達しようとしている。いうまでもなく，世
界的なニネルギー革命と化学工業の発展の結果にほかならない。前者に関連
していえば，このことは燃料としての石炭輸送の退潮を意味する。また後者
に関連していえば，それは基礎となる重工業，とくに鉄鋼業の発展，その原
料としての鉄鉱石および原料炭の輸送の増大を示すことになるであろう。す‘
なわち，最近におけるこれら撒積（ばらづみ）貨物の増大も，注目すべき第
2の特徴ということができる（第2表を参照）。
第2表主要撒積貨物の海上荷動量 (100万M.T.) 
年 鉄鉱石 穀 物 I 石 炭 1 燐鉱石 ボーキサイト 1（撒含荷そ合計他・アルミナ の）
1960 101 46 46 18 17 233 
1961 98 57 48 19 17 244 
1962 102 53 53 20 18 251 
1963 107 59 64 22 17 274 
1964 134 71 60 24 19 315 
1965 152 70 59 25 21 336 
1966 153 76 61 28 23 349 
1967 164 68 67 30 25 361 
（注） 『同上』による。原資料は Fearnleyand Egers Chartering Co.統計。
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第 3表現代海上荷動きの構成
(1967年）
種 類 ％
 
石油
鉄鉱石
穀物
石炭
燐 鉱石
ボーキサイト
撒 荷 合 計
その他（雑貨）
合計
（注） 『同上』による。
55.6 
8.7 
3.6 
3.5 
1.6 
1.3 
19.1 
25.3 
100.0 
これら 2つの表は，もとの出所が異
なるので，多少の問題はあるかもしれ
ないが， 1967年における世界海上荷動
きの量的なパクーソを，百分比で示せ
ぱ，第3表のようになる。概していえ
ば，現代海上貨物の 4分の 3が石油と
撒積貨物で占められており，残りの 4
分の 1がその他の貨物，つまり簡単に
ほ雑貨であるといってよい。 1929年に
ほ，雑貨は約45%.1950年でも約35%
とみられているから，このような雑貨
の相対的な縮少が，上の結果として生
じているわけである。
2.輸送距離の伸長
個々の貨物が，どこからどこへ運ばれているかを見ることは，海運活動の
大きい背景として重要であるばかりでなく，海運経営の見地からも，市場調
査的な予備概念として，十分意義のあることであるが，ここでほ，とりあえ
ず全体的にみた数量的な特徴の第2点として，平均輸送距離の伸長をあげる
ことにしたい。いうまでもなく，運送に対する需要（あるいは生産量）は，
一定期間に出荷される貨物の量によってきまるだけではなく，その輸送距離
のいかんによって大きく左右される。単位で表現すれば，年間または月間の
運送需要ほ， トンではなくて， トン・キロ，あるいは船の場合トン・マイル
で示される方が，より有意味な数字であるといわねばならない。
その意味で考えると，上にのべたような，重化学工業の原料輸送を中心と
する国際海上輸送が，ますます長距離化の傾向をつよめていることは，われ
(2) 
われの日常体験からもよく知られるところである。 H. グリバイオスは，こ
の点について， 1929年頃の不定期船の平均海上輸送距離が2,700マイル（浬）
(2) Gripaios, H., Tramp Shipping, 1959, p. 4. 
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であったのに対して，戦後1950年には約 3,000マイルになっているとのべて
いる。最近における主要な撒積貨物の平均輸送距離は，これよりもさらに長
くなって，第4表のようになっている。
第4表撒積貨物の平均輸送距離 （浬）-~ 1960 1965 1966 1967 
鉄 鉱 石 2,613 3,467 3,758 3,969 
穀 物 5,391 5,515 5,368 5,588 
石 炭 3,152 3,661 3,704 4,014 
マンガン鉱 4,200 4,222 4,250 4,571 
燐ボ 鉱 石 3,055 3,400 3,500 3,566 
ーキサイト 2,000 2,190 2,391 2,480 ・アルミナ
平 均 3,291 3,863 4,000 4,157 
対前年（％比） 3.31 3.54 3.92 
（注） 日本郵船『海運市況の回顧と展望』 1968/1969, 54ページによる。
石油についても，この傾向は同様に認められるところであって，戦前にほ
第 5表石油の荷動量と平均輸送距離
年
卜 ン トン・マイル 1| 平均（マ輸イ送ル距）離 対前（％年）比(100万） (10億）
1955 382 1,400 3,664 
56 413 
57 424 1,740 4,103 
58 445 1,790 4,022 -2.0 
59 482 1,900 3,941 -2.0 
60 531 2,060 3,879 -1.6 
61 578 2,270 3,927 +1.2 
62 635 2,510 3,952 +0.6 
63 697 2,770 3,974 +0.6 
64 762 3,010 3,950 -0.6 
65 828 3,250 3,925 -0.6 
66 908 3,550 3,909 -0.4 
67 973 4,336 4,456 +14.0 
（注） 『同上』，55ページ。原資料は OECDの統計。
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石油を輸出していたアメリカが戦後は大口の輸入国となり，中東が世界的な
石油の供給地となったことが大きい原因である。 1938年には平均して 3,215
マイルであったその輸送距離は， 1955年には 3,664マイルとなり，その後は，
スエズ運河の閉鎖という政治的な出来事によって，そのたびに大きく変動し
ている。第 5表にみられるように， 1958年から1966年にかけては平均輸送距
離はむしろ短縮（約8%) しているが，これは，距離の近い北アフリカから
欧州向けの輸出が急速に増大しているためだと考えられる。 1967年には， し
かし，スエズ運河の再封鎖によって，平均輸送距離は一挙に14％も上昇した。
輸送量の伸びとしては約 7％であるが， トン・マイルでみたクンカーに対す
る需要量としては，そのために約22％増加となっている。
3.地域間輸送量の往復アンバランス
海上貨物輸送構造を荷動きの面からみた場合の第3の特徴は，結局上の 2
つに関連するのであるが，地域別にみた輸送量が往復でアンバランスになる
傾向が増大していることである。たとえば，石油についていえば，現在
(1966年）の石油の輸入国としては，アメリカとカナダが18%，西欧が50%,
日本12％であって， これら OECD4地域は全体の81％に及んでいる。つま
り，先進工業国は大量の石油を輸入し，これを小量の製品にかえて輸出して
いるのである。乾貨物についても，（アメリカ・カナダを除いてほ）ほぼ同様
であって，このことは，いきおい地域別にみた往復航の貨物量をアンバラン
スにする。別の表現でいえば，船ほ片荷航海を強いられる傾向がつよくなっ
ているのである。
もちろん，輸送距離の伸長が，船舶の側における合理化，とくに専用船化
と大型化とによるコスト・ダウンによって経済的に促進されたように，この
場合にも，専用船化の傾向ほ，みずから片荷航海の増大に拍車をかけている
といえるかもしれない。グリバイオスは，不定期船の空船航海は，戦前にほ
稼動時間のうち25％であったものが， 1950年には約33％に増大したとのべた
けれども，その後はさらにこの傾向がつよまっていることほ疑いない。第6
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第6表 州別にみた積・揚量のアンバランス (100万M.T.)
州別 1960年 1967年
積揚積揚
アフリカ 69 54 233 80 
北米 227 290 337 380 
南米 209 37 270 45 
アジア 335 180 620 453 
（日本） （11) (88) (25) (285) 
ヨーロッノゞ 212 513 288 874 
オセアニア 18 25 42 42 
ソ連 39 6. 98 10 
（注） 資料は第 1表に同じ。 （ ）内の日本の数字は追加。 （日本は，それ
以外のアジアとは逆に，ヨーロッパと同じ形をしている。）
表は，州別による大ざっばな地域区分ではあるが，よくこの傾向を現わして
いるものということができよう。ク｀ノカーおよび専用船の存在を考えると，
片荷航海はこの貿易量のアンバランスが一見して示す以上に多いことが推定
されるのである。
ここで，ややわき道にそれるかもしれないが，このような輸送構造の変化
に関連し，世界の各地域を代表する港の帰属的な位置価値（位置地代）の変
(3) 
化についての研究を紹介しよう。ここで港の位置価値 (locationvalue)とい
うのは，「その港へ行けばいつでも貨物が得られる港」は，「よい港」であり，
したがって位置価値が高いという風に考えるのである。 T.C.クープマンス
は，石油の輸送が少なかった1913年および1925年の資料にもとづいて，一般
的な不定期船をもっとも効率的に配船した結果成立するであろう各港の位置
価値を，線形計画法にいう運送問題を解くことによって，その双対問題の解
として数値的に推定した。たとえば， 1925年についていえば，第7表のよう
(3) ＜わしいことは，拙稿「国際海上運送の構造と位置価値」（『海運』昭41.10) 
を参照されたい。
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第 7表 国際乾貨物の輸送構造と位置価値
代 表 港 揚 .. 何 積 荷
ニューヨーク 23.5 32.7 
サンフランシスコ 7.2 9. 7 
セント・トーマス 10.3 11.5 
プエノスアイレス 7.0 9.6 
アントファガスタ 1.4 4.6 
ロッテルダム 126.4 130.5 
リ ス ボ ン 37.5 17.0 
ァ テ ネ 28.3 14.4 
オ デ ツ サ 0.5 4.7 
ラ コ． ス 2.0 2.4 
ダ .Iゞ ン 2.1 4.3 
ボ ン ベ イ 5.0 8.9 ， 
シンガポール 3.6 6.8 
横 浜 9.2 3.0 
シ ド 二 2.8 6.7 
＾ ロ 計 266.8 266.8 
純受取
-9.2 
-2.5 
-1.2 
-2.6 
-3.2 
-4.1 
20.5 
13.9 
-4.2 
-0.4 
-2.2 
-3.9 
-3. 2 
6.2 
-3.9 
0.0 
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(1925年）
位置価値
1. 04 
1.84 
1.08 
1.50 
1.76 
0.66 
10.44 
0.00 
0.14 
0.92 
1. 04 
0.74 
1.14 
0.84 
1.80 
（注） 1.単位ほ貨物量は年間100万M.T．で，位置価値は， 標準船を裸用船
しうる月数である。
になる。
2.東海林滋「国際海上運送の構造と位置価値」（『海運』昭41.6) を
参照。
この表で，純受取というのは，年間に揚荷量が積荷量を上回る量であって，
これが大きいことはそれだけ空船の発生率が高く， したがって位置価値（標
準的な船を裸用船しうる月数で相対的に示されている）は低いことになる。
逆にこの値がマイナスで大きければ，それだけこの港では船腹が不足であり，
したがって位置価値が高いことになる。このような方法で， 1937年と1962年
とについて同様に位置価値を求め，これらを 1つの表に示したのが第8表で
ある。横浜⑥の位置が示すように，日本はその重化学工業化の進展にともな
って，次第に位置価値が低下してきている。現在では，クンカーや専用船に
よる輸送が多いので，このような計算ほ，数値そのものとしてはほとんど無
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第 8表代表港の位置価値の変化
1913年 1925年 1937年 1962年
港 名 位置価値 港名 位置価値 港名 位置価値 港名 位置価値
シ ド 二 一① 8.7 ⑪ 9.2 ⑪ 7.8 ⑮ 7.0 
シンガポール② 7.3 ① 9.0 ⑮ 7.2 ③ 6.2 
ラ プ ラ 夕⑧ 7.1 ⑮ 8.8 ⑧ 6.2 ⑥ 6. 1 
ニューヨーク④ 4.8 ⑧ 7.5 R 5. 7 ⑩ 6. 1 
横 浜⑥ 4.4 ② 5. 7 ⑨ 4. 1 ⑪ 5.8 
ボ ン ベ‘ イ ⑥ 3. 7 ⑦ 5.4 ⑦ 4.0 ⑨ 4. 1 
セント・トーマス ⑦ 3.4 ④ 5.2 ⑥ 3. 7 ⑦ 3.8 
ロッテルダム⑧ 2.9 ⑩ 5.2 ⑥ 3.0 ① 3. 7 
ラ ゴ ス⑨ 2.8 ⑨ 4.6 ④ 2.6 ⑭ 2. 7 
ダ ノゞ ン⑩ 2.5 ⑥ 4.2 ⑩ 1.6 ④ 2.4 
サンフランシスコ ⑪ 2.3 ⑥ 3. 7 ① 1.5 ⑥ 1.0 
リ ス ボ ン⑫ 1.8 ⑧ 3.3 ⑫ 0.9 ⑫ 0.9 
オ デ ツ サ⑬ 0. 7 ⑫ 2.2 ⑧ 0.2 ① 0.2 
ア テ ネ⑭ 0.0 ⑬ 0. 7 ⑭ 0.0 ⑧ 0.0 
アントファガスタ ⑮ ⑭ 0.0 
（注） 1. 位置価値の値ほ，上の表の 5倍にしてある。
2. 前掲拙稿による。
意味であるが，物的な貿易構造の変化と，それに対応して考えられる一国海
運業の地理的環境の変化をとらえる方法としては， 1つの試みということが
できよう。
I 船腹構成の変化
(4) 
1.タンカーおよび専用船の増加
すでにのべたように，上のような海上荷動きは，実は船舶の側における適
(4) 専用船にもいろいろの種類がある。タンカーももちろん石油の専用船であり，
コンテナ船はコンテナ（雑貨）の専用船である。鉱石と石油，穀物と石油などの兼
用船や木材，自動車などの専用船，あるいは LPG（液化ガス）やチップ（パルプ
材の木片）の専用船もある。ここでは，ラフに，タンカーとコンテナ船を除いた各
種の専用船を一括して専用船といっている。またバルク・キャリヤーも，そのなか
に鉱石専用船（オア・キャリヤー）を含めて用いている。
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応あるいはむしろ積極的な革新によって，はじめて可能になったものという
ことができる。一般に運送需要というのは，派生需要であると同時に，もう
1つ，サービスであるという特質をもっている。すなわち，サービス一般の
性質として，それは生産と同時に消費される，いわゆる即時財 (instantaneous
goods)である。消費される分だけしか生産されず， したがって貯蔵（ストッ
ク）がきかない，といってもよい。その意味では，上述の荷動きの数字は，
需要であると同時に，実は供給量なのであり，「みたされた」需要であるとい
わねばならない。これだけの需要がみたされるためには，そこに当然それだ
けの供給（生産）があったわけであり， しかもそれは，単に量の問題にとど
まらず，質的な変化があってはじめて実現された数字だということができよ
ぅ。
最近における世界商船際の質的変化，それをもたらしたところの，いわゆ
る船舶の技術革新は，専用化（特殊化），大型化，高速化，および自動化の傾
向として捉えられている。以下，これらの点について簡単に見ることにしよ
う。
まずタンカーは， 第 1次大戦前の1913年には， 全船腹量46,953千GITに
対して，わずかに1,479千G/T, 3.0％にすぎなかった。 1925年には同じく
第 9表船種別船腹構成の変化
1939年 1950年 1960年 1967年
船 種
千GIT ％ 千GIT ％ 千G/T ％ 千G/T ％ 
貨 客 船 12,380 21. 2 8,148 10.9 10,369 8.7 8,714 5.3 
貨 物 船 30,374 52.1 47,118 62.8 58,454 48.8 60,871 37. 1 
冷 凍 船 1,816 3. 1 1,536 2.0 2,574 2.1 3,787 2.3 
バルク・キャリヤー 2,442 4.2 1,716 2.3 7,617 6.4 27,382 16. 7 
夕
メ口
ンカー 11,259 19.3 16,481 22.0 40,754 34.0 63,312 38.6 
計 58,270 100.0 74,999 100.0 119,768 100. 0,| 164, 066 100.0 
（注） 1. 米国海事局統計による1,OOOG/T以上の船腹についての統計であ
る。
2. 1939年は 9月末，その他は 6月末在。
3. 貨客船には冷凍客貨船を，タンカーには捕鯨タンカーを含む。
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全船腹量64,638千GITに対して， 5,384千G/T,8.3％になっているが，な
お10％にみたない。第2次大戦のはじまった1939年から現代にいたる数字ほ，
第 9表に示されている。 （この表で， 1967年々央のクンカーは，全船腹の
38.6％となっており，この数字は，さきの第 1表でみた石油荷動量の55.6%
にくらべると，大分少ない。平均輸送距離が短いわけでもない。これは，雑
貨を含めた乾貨物の輸送に対して，クンカーの場合は荷役のための碇泊期間
が短く，年間の航海数が多いことと，もう 1つほGITあたりのD/Wが比較
的大きいことによるものである。 lD/W当たりの年間輸送董を官庁筋では，
(5) 
「運送原単位」とよんでいる。）
この表で見るように，貨客船は最近では絶対量としても減少しており，ま
さに旅客輸送の航空機時代を反映している。試みに， 1960年に対する1967年
までの増加率をみると，貨客船では16%，貨物船（旅客定員12名以下）では
4％の増であるのに対して，クソカーは55％の増，冷凍船は47％の増で，ぃ
ずれも全体の伸ぴ率37％を上回っている。しかし，これらにもまして伸び率
の大きいのほ，バルク・キャ））ヤーであって，実にこの 7年間で3.59倍に達
第10 バルク・キャリヤーの輸送割合 (1967年）
輸 送
100万 B. C. トン
鉄 鉱 石 164 139 
穀 物 68 36 
石 炭 67 43 
マ ンガン鉱 7 3 
ボーキサイト・アルミナ 25 17 
燐 鉱 石 30 10 
A ロ 計 361 301 （その他を含む）
（注） 出所は第2表に同じ。
(5) 運送原単位＝穂塾量X年間稼動日数
D/W 航海所要日数゚
量 同トン・マイル量
％ 10億トン B. C. ％ ・マイル
84.8 651 568 87.3 
52.9 380 226 59.5 
64.2 269 224 83.3 
42.9 32 15 46.9 
68.0 62 40 64.5 
33.3 107 42 39.3 
83.4 1,501 1,378 91. 8 
なお，これとよく似た概念で， lD/W当
たりの月間輸送量を意味するものとして稼行率がある。
稼行率＝積載量x 30 
D/W 航海所要日数
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している。いうまでもなく，前述の撒積貨物（バルク・カーゴー）の輸送量
増加に対応したものにほかならない。
1967年における撒積貨物の荷動き量は，すでに第2表で見たとおりである
が，そのうちで，バルク・キャリヤーの運送した分がどのくらいであるかを
示したのが，第10表である。これによれば，平均して83.4％がバルク・キャ
リヤーで運ばれている。しかも，これをトン・マイル量で見ると，その比率
は一段と高く，たとえば石炭のように，積高では64.2％であるものが， トソ
・マイルでは83.3％に上っている。つまり，長距離になるほど，専用船がよ
り多く使われていることになる。
2.大型化とコスト・ダウン
専用船は長距離航海で有利である（ことが推定される）とのべたが，この
ことほ，同時に長距離航路における大型・高速船の有利さをともなっている。
なぜなら，連続して走る距離が長いほど，高速船が有利である。ところが，
それには資本費が高くつくから，運送単位当たりのコストを引き下げるため
には，船型を大型化（工場の大規模化に相当する）しなければならない。し
かしまた，船型をいたずらに大型化しても，港が受け入れなければ話になら
第11表 貨物別所要荷役時間と船種別碇泊日数
貨 物 所1.要000時閥ト（ン人荷・役日の） I 船 種 350日数中の平日均） 碇泊日 （ 
石 油 0.1333 タンカー 70 
鉱 石 10.0 不定期船 155 
石 炭 19.0 定期船 215 
穀 物 135 
セメ ン 卜
22.7 I貨客船
56.6 
鉄
雑
鋼 60.7 
i 貨 80.0 
（注） EconomistIntelligence Unit, London, "Ocean Shipping and Freight 
Rates and Developing Countries" (Proceedings of UNCT AD, Geneva, 
23 March-16 June 1964, Vol. V. Finance and Invisibles Institulitional 
Arrangements) pp. 259, 262による。荷役時間は，アントワープ港
の資料によっており， 1日＝ 7時間。
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ないし，そのために碇泊日数が増えたのでは，高速のメリットは生かすこと
ができない。ところが，液体貨物および撒荷貨物を対象とするタンカーおよ
び専用船では，まさにその点でもっとも能率的な荷役が可能であり，したが
って，碇泊日数も短い（第11表は国連の研究資料が示した数字である）。 こ
のようにして，タンカーおよび専用船においては，高速化・大型化が一段と
進む余地がある。かたがた，荷役のための乗組員数が少なくてすむために，
定員ほ運航に必要なギリギリの人数ということで，いわゆる自動化の採用も
また，専用船の場合においてより合理化なものということができる。しかし
これらのうち，その進展の度合いにおいて，あるいは経済的効果の点におい
て，もっとも注目すべきものは，船型の大型化である。
はじめに，第 9表と同じ資料にもとづいて，おおよその船種別の船型を示
すと第12表のようである。一般の貨物船は，港の受け入れ能力や荷役日数の
第12表船種別平均船型 (1967年）
船 種 隻 数 船腹 量 平均トン数
貨 客 船 1,031 8,714 千G/T 8,452 G7T 
貨 物 船 10,796 60,871 5,638 
冷 凍 船 691 3,787 5,481 
バルク・キャリヤー 2,203 27,382 12,429 
夕 ンカー 3,665 63,312 17,275 
A ロ 計 18,386 164,066 8,923 
（注） 日本郵船『海運関係諸統計』によって算出。
原資料は，第 9表と同じで， 1,OOOG/T以上の船を対象としている。
関係から，戦前にくらべてもさほど船型は大きくなっておらず，代表的なも
のは今日でも10,000D/W前後とされている。 これにくらべると， タンカー
・専用船は，すでにのべたように， GITに対するD/Wの割合が比較的大き
いのであるが， GITにおいてもすでに 2~3倍の平均値に達している。
第13表ほ，近年における専用船の平均船型の増加傾向を示しており，さら
に第14表からは限界的な数値として，今後の新造船がますます大型化する傾
向を読みとることができる。
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第13表専用船の平均船型
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鉱石専用船 その他のバルク・キャリヤー
年（初）
平均 D/W 指 数 平均D/W 指 数
1961 21,713 100 15,423 100 
1962 21,745 100 16,741 109 
1963 22,720 105 18,119 117 
1964 24,355 112 19,636 127 
1965 25,816 119 20,411 132 
1966 27,590 127 22,033 143 
1967 29,634 136 23,692 154 
1968 32,605 150 26,725 173 
1969 35,218 162 28,388 184 
（注） 日本郵船『海運関係諸統計』によって計算。原資料は， Fearnley& 
Egers Chartering Co.統計。
第14表専用船の船型別構成 (1968年初現在）
船（千D/W型) 
稼動船腹 建造中•発注済み船腹
千D/W ％ 千D/W | ％ 
10-14 1,823 3.9 225 1. 4 
14-18 5, 7.65 12.4 520 3.2 
18-25 9,887 21. 3 2,569 15.6 
25ー 30 4,155 9.0 1,557 9.5 
30-40 7,577 16.3 2,047 12.4 
40ー 50 4,065 8.8 1,533 9.3 
50呵 0 5,686 12.3 1,675 10.2 
60-80 5,474 11.8 2,5侶 15.5 
80ー 1,925 4.2 3,793 23.0 
計 46,357 I 100.0 | 16,467 100.0 
（注） Fearnly and Egers Charterling Co.統計によって算出。
クンカーについては，戦前からその船型は一般の貨物船よりも大きく，大
体16,000D/Wないし18,000D/Wが標準とされていた。戦後になっても，
1956~57年のスエズ動乱までは，まだ大型船は少なかったのであって， 1954
年末には17,000D/W以下のクンカーが全体の 6割余を占め， 40,000D/W以
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上のタンカーは，わずかに0.6％にすぎなかった。それが， スニズ動乱を経
た1959年末には， 17,000D/W未満の船は全体の 3分の 1にすぎず，逆に，
24,000D/W以上のいわゆるスーバー・タンカーが43.5％を占めるに至った。
スニズ運河の許容吃水が35フィート（約10.7メートル）で，大体43,OOOD/W 
が通航可能の限度とされたのであって，このときすでに40,000D/W以上の
(6) 
いわゆるマンモス・タンカーが11.7％を占めるようになっていた。 1967年の
スニズ再閉鎖は，この傾向をさらに拡大し，ほとんどスエズ運河の利用を要
しないまでに大型船が増加した。第15表は，最大船型開発の足取りであるが
第15表世界最大タンカー推移
建 坦、A 年 D/W 船 籍（船名）
1950 28,330 イ ギリ ス
1952 31,649 フ ラ ンス
1953 31,825 イ ギリ ス
1953 45,230 リ ベ リ ア
1954 45,509 リ ベ リ ア
1956 85,515 リ ベ リ ア
1959 104,520 リ ベ リ ア
1962 132,334 日 本（日 章 丸）
1965 150,000 日 本（東 尽・ 丸）
1966 210,000 日 本（出 光 丸）
1968 312,000 アメ リ 力
（注） 『毎日新聞』昭43.5.15（夕）による。
現在最大のタンカーは，アメリカNBC(National Bulk Carrier)社の312,000
D/Wのタンカー 2隻（日本製）であるが，その長さは330メートル（東京タ
ワーに同じ）幅は55.3メートル，深さは32メートル（甲板の広さはテニス・
コートにして62面，船底から操舵室までの高さは15階建のビルに相当する）
という巨大なものである。さらに50万トンのクンカーも試設計がすんでおり，
その出現も近いという。
これを世界全体のタンカーについて，その船腹構成をみると，第16表のよ
うである。すなわち， 1968年末において，現有稼動船腹の実に46％に当たる
(6) 小山朝光『タンカー経済史』昭37,222-223ページ。
船
＾ ロ
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第16表 タンカーの船型別構成
型 稼 動
船 腹
（千D/W)
千D/W ％ 
10-20 18,474 16.2 
20-40 26;026 22.8 
40-60 23,834 20.9 
60ー 100 29,613 26.0 
100ー 150 9,417 8.3 
150-200 2,996 2.6 
200-300 3,103 2.7 
300ー 653 0.6 
計 114,117 100.0 
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(1968年末現在）
建造中•発注済み船腹
千D/W ％ 
183 0.4 
1,646 3.1 
3,501 6. 7 
3,603 6.9 
4,038 7.7 
37,267 70.9 
2,322 4.4 
52,549 100.0 
（注） 田中和夫訳， J.I.ヤコプ社「1969年初世界タンカー情勢報告」『海
運』昭4.7, 50ページ別表より算出。
船腹量が建造中もしくは発注ずみであることは，まった＜驚くぺきことであ
るが， さらに，その船型別の内訳けをみると， 20万D/W以上が75％を占め
ていることは，いっそうの驚きであるといわねばならない。同じJ.I.ヤコ
プ社の報告は， 1968年末の平均船型ほ， 37,254D/Wであり， これに対して
同年下半期に竣工した船の平均ほ99,868D/W, さらに年末現在建造中なら
びに発注ずみの船型ほ，平均152,758D/Wであると付言している。
それでは，どうしてこのようにクンカー・専用船の大型化がすすんだのか。
すでにのべたように，需要の側の条件もさることながら，大型船の建造技術
が開発されてトン当たり船価が割安になったこと，また，大型化によってい
わゆる規模の利益が発揮され，全体としてのトンまたはトン・マイル当たり
の運送原価（コスト）が低下するからである。とくに船員費ほ，乗組員の数
が自動化によってむしろ減少するくらいであるから，もっとも端的に大型化
の利益を反映する。修繕費および運航費についても，船員費ほどではないが
規模の利益がある。第17表は，クンカーについて大型化による運送原価の逓
減傾向を示したものである。
これによって作図してみると分かるように，ある時期の一定の技術状態で
は，大型化そのものに限界があるとともに，費用の逓減にも 1つの屈折点が
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第17表 タンカーの大型化と運送原価
1953年 1959年 1967年
千D/W ％ 千D/W ％ 千D/W ％ 
12 100 16.6 100 20 100 
18 80 19 90 50 62 
24 70 30 63 100 39 
30 65 45 61 150 31 
36 62 70 43 200 27 
44 61 85 40 250 24 
50 60 100 38 
（注） 加地照義「海運における距離・運賃・船型の相関」（『海運経済研究』
第 1号，昭42)第11,12表による。
見られる。 1953年頃には，それが36,000D/Wのあたりであったのが． 1959
年には 7万トンくらいになり，さらに1967年には15万トソくらいにまでなっ
ている。しかも，絶対値としてほ， 3つの時点における最高原価 (100) の
実数ほ，少なくとも船価については次第に低下しているほずである。そこで，
たとえば，第18表の例のように，大型の新造船ほ，償却はすすんでいるがも
第18表新造大型船の競争力
む 謬 船(D/W)型 船 令
船D価/W当たり
（運ドル賃／トン率） （年） （円）
120,000 新 27,000 2.11 
夕 ンカー 71,000 新 34,000 2.84 
（ペルシャ湾／日本） 34,000 新 60,882 5.10 
34,000 10 75,235 2.71 
92,700 新 26,624 2.05 
鉱 石 船 56,100 新 33,209 2.58 
（豪州／日本） 15,300 新 61,503 6.28 
15,300 10 66,863 4.86 
（注） 『ジャパン・シッビング・ニュース』昭42.11.2,資料3ページによる。
タンカーの運賃ほかりに USMCフラット＝10.00ドル／トンとした。
との船価の高い中型船よりも，低い運賃で競争することができるのである。
このような海運における技術革新が，原料輸送のコストを引き下げ，ひい
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ては製品価格の引下げないしは上昇防止に役立つであろうことはいうまでも
ない。そして，一般消費者にとってほ，まさにその点が問題なのである。い
いかえれば，誰がどのような仕方で運ぶかということは，それほど消費者に
とっては問題ではない。しかし，海運産業ないし海運企業にとっては，これ
は大きい問題であり，現に海運業の産業としての地位の低下がいわれている。
そこでつぎに，輸送構造を把握する第3点として，輸送主体ないしは輸送形
態の問題について見ることにしよう。
皿 輸送形態の変容
1.船舶所有形態の変遷（インダストリアル・キャリヤー）
海運の長い歴史をとおしていえば，船舶を所有し運航する主体は，商人な
いしは商業企業であって，貿易商が今日の海運業を兼ねていたのである。こ
れを，商業運送人 (merchantcarrier)という。商人が自分の貨物を運ぶ―--
般的には運送サービスの自己生産尋~という意味では自己運送業者 (private
carrier) ともいう。商品生産の歴史がそうであるように，海運サービスの生
産すなわち海上輸送においても，自己生産から商品生産へ，いいかえると，
「自己運送から他人運送へ」の発展があって，今日のように独立した産業と
しての海運業が成立するようになった。今日海上運送の基本的な形態は，船
主が自分の貨物を運ぶというのではなく，他人の貨物を運び，一般にその業
(7) 
務を開放している。これを，他人運送業 (commoncarrier; public carrier)と
いう。つまり，海運の歴史は，これを企業主体についていえば， merchant
carrierから publiccarrierへ，あるいは輸送形態についていえば， private 
(8) 
carriageから commoncarriageへと発展してきたということができる。
(7) 不定期船は，個々の航海についていえば，特定の荷主のために貨物を運ぶので，
commonとはいえない。アメリカの法律でも， commoncarrierというのは定期船
に限られる。しかし，ここでの用法は独立産業としての船主という広い意味である。
carrierはときに「運送」と訳されるが，本来は「船」ないしは「運送人」の意味
である。
(8) ＜わしい研究は，佐波宣平『海運理論体系』昭24, 第2編および山田浩之「海
運業における交通革命」『交通学研究年報』昭33等を参照。
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その時期は比較的新しいのであって，人は1818年にアメリカの BlackBall 
Lineが， 4隻の400トン型帆船によってニューヨーク・リバフ゜ール間の定期
航海を開始した時をもって，海運業独立のメルクマールとしている。定期船
(liner)は，特定の荷主のために貨物を運ぶのではなく，多くの荷主から雑貨
を集めて運ぶのであるから，定期航海の開始ということは，明らかに運送サ
ービスそのものの対価として，運賃の収得を目的としたものであるから，こ
れが海運業の産業としての独立を示すものだとされるのである。
もちろん，すでに18世紀のはじめ頃から，他人の貨物を「運賃積み」 (on
freight) として積みとることが行なわれており， 商業利潤と海運利潤とはそ
れぞれ別個のものとして，企業の追求対象として分離（対立）しつつあった。
しかし，その場合の契約は，いわゆる航海用船 (tripcharter)であって，特
定の荷主の利益ということが重んぜられ，これを守るために上乗人 (super
cargo)が乗船するのが普通であった。要するに，定期船出現後の定義でいえ
(9) 
ぼ，不定期船 (tramp)である。
1818年が重視されるのは，それが定期船のはじまりという点においてであ
るが，実際に「定期」とよぶにふさわしい航海ができるようになったのほ，
汽船になってからである。汽船は， 1807年にロバート・フルトンがハドソン
河で走らせたクラーモント号 (120トン， 18馬力）が最初であるが， それが
世界のトン数において帆船を上回るようになるのは，実に1893年のことであ
る。少なくとも， 1850年代に連成蒸汽機関 (compoundengine)が完成される
までは，遠洋航海に汽船は不利であった。 1866年， Blue Funnel Line fま，
このニンジンを備えた2,280G/Tの汽船3隻で，喜望峰経由イギリス・中国
間の定期貨物輸送を開始した。 1869年， いまからちょうど100年前， スエズ
地峡に運河が開設されるに及んで，汽船の優位性は決定的なものとなり，海
運業はまったくその独立を完成したのである。
(9) 定期船の出現以前には，東印度会社船 (Eastindiamen)のような，特許会社専
属の船と区別して，イギリスではこれを自由貿易船 (freestrader)と呼んだ。 priv-
ate carrierあるいは merchantcarrierというのは，アメリカ的な用語である。小
島昌太郎『海運論』昭13,66-67ページ。
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思うに， 1つの業務が専業として成り立つためには，あたかも上にみた専
用船の場合と同様に，一方ではそれだけの需要が継続して存在することが必
要であると同時に，他方では，専業とすること自体に，企業経営としてのメ
リットがなければならないであろう。第 1の点は，産業革命の結果，大量の
商品が世界市場に送り出されるようになり，また工業の原料燃料の輸送需要
も飛躍的に増大したことがあげられよう。第 2の企業経営上のメリットは簡
単ではない。およそ，相対的なものだからである。しかし，たとえば資本調
達において，汽船を， しかも定期船の場合は数隻同時に， ライン (line;隊
列）として用意するためには巨額の資本を必要とし，ひいてはこの資本の利
益を守るために独自のボリシーを必要とする。しかもそれは商業資本とはむ
しろ対立関係にあるといわねばならない。船舶の管理，船用品の調達，およ
び船員の雇用と配乗しま， すでに18世紀以来管理船主 (managingownerある
いは ship'shusband)の専門的な業務であった。さらに，海運市場の拡大と多
様化は，商業業務とは独立の専門的な海運取引業務を形成し，そのための組
織化がより能率的なものと考えられるようになったであろう。
このようにして（ここの分析はごく大ざっぱであるが），前世紀のほぽ半ば
頃に，船舶の所有と運航は，商業資本から独立して海運資本（船会社）のも
とで行なわれる固有の業務となった。海運サービスは，用船 (charter) の形
にせよ，個品運送 (affreightmentin a general ship)の形にせよ，いずれも一
種のサービス商品として，すべて市場において売買されるものとなったので
ある。ところが，はやくも今世紀の初め頃から，また別の新しい privatecar-
rierが現われはじめ，この定言がゆさぶられるようになってきた。いわゆる
industrial carrierがこれである。
それは，資本主義が帝国主義ないしは独占資本主義に転化したといわれる
時期の出来ごとで，巨大なコンツェルンが海運業をその傘下におさめるよう
になってきた。ドイツの Krupp,アメリカの U.S. Steel, Standard Oil Co. 
等がそれであって，第 1次大戦ののちにはこの傾向は一段と進められ， 1925
年当時 U.S. Steel fま20万GITの船舶を所有し，アメリカのクンカー 225
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第19表戦前のタンカー所有形態 (193坪 7月1日現在）
所 有 者 千D/W ％
 
コンツェルン系
スタンダード・オイル
ロイヤル・ダッチ・シェル
アングロ・ペルシャン・オイル
その他のコンツェルン
政府•特殊会社
計
固有の海運業者
世 界合 計
3,295 
1,169 
824 
1,136 
924 
7,348 
5,223 
12,571 
26.2 
9.3 
6. 6 
9.0 
7.4 
58.5 
41. 5 
100.0 
（注） 佐波宣平訳・ベルリン景気研究所『海運における競争』昭19,224ペー
ジによる。
(10) 
万GITのうち実に200万トンまでが石油会社の所有に属するようになった。
第19表は1934年における世界クンカーの所有者分布であるが，これを第20表
第20表所有形態別タンカー船腹構成 (1968年末）
所 有 者 隻 数 千D/W ％ 
石 油 会 社 1,185 41,771 I 35.8 
独 立 船 主 1,797 72,346 62.0 
政 府 135 2,358 2.0 
そ の 他 16 241 0.2 
＾ ロ 計 3,133 116,717 I 100.0 （注） J. I.ヤコプ社統計；『海運』昭44.7,53ページによる。
の現状とくらべると，クンカーの分野におけるインダストリアル・キャリヤ
ーの優勢は，戦前においてすでに確固としたものになっていたといえる。戦
後では，所有そのものにおいては，全体に対する比率が低下している。もち
ろん，絶対的な船腹量が比較にならないほど大きくなっていることを考慮す
れば，石油会社の地位があながち低下したとはいえず，とくにつぎにのべる
ように，運航形態のうえでの石油会社の勢力を合わせ考えると，実質的には
(10) わが国の事情その他について，岡庭博『海運産業構造の研究』昭39,198ページ
以下を参照。
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タンカーの分野において，インダストリアル・キャリヤーの勢力は，戦後一
段と増大したというべきかもしれない。
インダストリアル・キャリヤーのもう 1つの大きい分野は，専用船，とく
に鉱石専用船である。上述のように，戦前でも五大湖では鉄鋼業による鉱石
専用船の保有が行なわれていたが，戦後1955年頃からは，外洋船についても
鉄鋼業者やその傘下会社がこれを保有する例が多くなった。今日，大湖船で
は U.S.Steel系の PitsburghSteamship Co.が約50万GITを保有し， Bet-
(11) 
hlehem Steelは外洋向けに約20万GITを所有しているといわれる。いうま
でもなく，前述のような専用船の発達と平行したものであるが，それは同時
に，所有形態そのものよりも，むしろ，運航形態において，より大きい変化
を戦前とのあいだで見出しうるものということができる。
2.船舶運航形態の変化（インダストリアル・キャリッジ）
戦後世界海運の大きい特徴は，麻生平八郎教授の言葉でいえば，その「エ
(12) 
業海運化」である。教授はこの言葉を横文字では示されなかったけれども，
おそらく「industrialcarriageの増大」ないしは．「industrialicarrier化」とい
うことであろうか。ここでいう industrial.carrierとは．上にのべた船舶所有
（＝運航）の企業についていうのではなく，船そのものが工業のための運搬
船 (carrier)たる性格をもつこをと意味する。工業のための原料・燃料を運
ぶということは，戦前から海運の主要な仕事であり，海運業の独立以来，海
運業は広く他産業の貨物を運んできたのである。ところが，戦後になって．
とくに工業海運化といわれる理由ほ，単に工業原料あるいは燃料の運送が量
的に増大して大きいウェイトを占めるというだけではなく，むしろ質的に，
工業部門に対して専属的な形での運送， したがって，少なくとも戦前にくら
(11) 岡庭博士は，鉱石専用船におけるインダストリアル・キャリヤーの出現につい
て，五大湖の場合あるいは英国の鉄鋼業界の団体である B.I. S. C. Oreの場合，
それぞれ特殊事情のために一般市場では船腹が得られないという原因をあげておら
れる。岡庭博『同上書』 210ページ。
(12) 麻生平八郎『海運論』昭43,序文 1ページ。
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べると，船主にとって多少とも従属的なニュアンスのある運送の形態が増加
している点が，現代の特色だと考えられているのである。つまり，今日とく
に日本における実感としては， industrialcarrierほ，所有兼運航者としての
工業運送人を意味するよりは，むしろ，工業運送船として，運航形態の上か
ら理解される方が，用語法としてあいまいになる欠点はあるが，感覚的には
(13) 
より時代的な意義があるように思われる。
以上ほ，麻生教授のいわれる「工業運送化」にちなんで， industrialcarrier 
の広い意味での用い方を指摘したのであるが，それでは，船舶運航の形態に
おいて，あえて所有によることなく，工業が海運を支配的に利用する仕方と
はどのようなものであるか。長期契約がそれである。
わが国で長期契約といわれている運送契約は，一般に 2年ないし3年以上
第21表運航形態別タンカー船腹構成 (%) 
年 石油会社 連続航海 単 一 航 海
保有船
定期用船 用船用船
合計
1954 I 46. 4 I 27. 6 I 1. O I 15. O I 100 
1955 I 4. 3 I 27. 3 I 9. O I 19. 4 I 100 
1956 I 43. 3 I 29. 6 I 1. 6 I 15. 5 I 100 
1957 I 41. 6 I 33. 2 I 16. 5 I 8. 8 I ・ 100 
（注） 1. 地田知平監訳： z.s．ザネトス『タンカー運賃の理論』昭43,
188ページ第6.1表による。
2. アメリカを除く世界タンカーの統計である。
3. 同上第6・2表によれば，アメリカを含めても，単一航海就航船ほ
15％以下であることには変わりない。
4. 原資料は SoconyMobil Oil Co.のものである。
(13) 佐波博士は，『海運理論体系』（昭24)では， privatecarrierを「自己運送」， com-
monいし publiccarrierを「他人運送」と訳し (17ページ），また industrial
carrierは，「自家用運送船」と訳しておられる (95ページ）。 戦前の運航形態を念
頭におかれた当時の博士にとってほ，タンカー・専用船も船主がもっておれば他人
運送であり，性質的に一般の不定期船と変わりはないものと理解されていたのであ
ろう。戦後の論文「海運市場構造」（『経済論叢』第81巻第2号，昭33.2) では，
「運送」はcarriageという風にハッキリさせておられる。もっとも博士の場合， in-
dustrial carriage Iまindustrialcarrierの行なう自己運送に限られているが。
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の期間にわたるものをいい，内容的にはつぎの 2つのものが含まれるといっ
てよい。
(1) 連続的航海用船契約 (consecutivevoyage charter) で，契約期間の長
いもの。
(2) 定期用船契約 (timecharter)で，用船期間の長いもの。
(14) 
クンカーの湯合外国では(1)が多く，日本では(2)が多いといわれている。第
21表によれば， 1954~57年当時において，定期用船は27~33%，連続航海用
船は 9~16％を占めており，両者の合計は36~41%， したがって石油会社以
外の独占船主の所有する船腹 (54~58%)の約70％が，この 2つの形で石油
会社の運航支配下にあることになる。この場合，契約の期間については示さ
(15) 
れていないので，すべてが長期契約であるとはいえない。また，石油会社の
運航支配下にあるといっても，契約（運賃またほ用船料）が船主にとって従
属的なものであるとは限らないであろう。しかし，単一航海用船 (single
voyage charter) の船腹比率が，全体のわずかに 9~19％にすぎないことは，
クンカーにおいて，いかに石油会社の勢力が大きいかがうかがわれる。
世界的にみるとこのような傾向は戦前からのものであるとされているが，
わが国の場合には，昭和31~32年のスニズ・プームののち，この傾向はいち
じるしくなった。それでも昭和35年 9月当時には， 75隻のクンカーのうち 3
年以上の長期契約で運航される船舶は， まだ18隻で． D/Wでも約30％にす
ぎなかった。それが，昭和38年3月には， 83隻のうち53隻までが3年以上の
長期契約で運航されるようになっている。しかも， 10年以上の長期にわたる
ものが， 30隻125万トンと45％を占めている。 この 2年半の間に建造された
大型クンカーは，全部， 10年以上の長期契約を前提として建造されたもので
(16) 
あった。第22表でも分かるように，短期の契約は，小型船舶に多く，大型船
(14) タンカー実務研究会『外航タンカーの営業実務』昭40,98ページ。
(15) ザネトスの画いた定期用船期間と用船料との関係図を見ると， 1955~1959年に
おいて， 1~15年の間にわたるほとんどの年数について契約のあったことがわかる。
地田知平監訳.z. s．ザネトス『クンカー運賃の理論』昭43,245-246ページ，第9.
2図および第9.3図を参照。
(16) 岡庭博『海運産業構造の研究』昭39,167ページ。
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期
メロ
第22表わが国外航タンカーの期間別契約状況 （昭和38年3月現在）
間 隻 数 重量トン数 平均トン数
1年末満 13 246,625 D/W 18, 971 D/W 
1~3年 15 352,964 23,531 
3~5年 6 195,518 32,586 
5~10年 17 652,813 36,636 
10年以上 30 1,250,969 41,699 
未 定 2 97,359 48,679 
計 83 2,796,248 33,617 
（注） 1. 岡庭 博『海運産業構造の研究』昭39,168ページ第61表による。
2. 最近では，船腹量の90％までが10年以上であり，その平均船型も
7万トンに達する。岡庭 博「タンカー・専用船の発達と海運経
営」（佐波宣平編『現代日本の交通経済』第14章）を参照。
(17) 
はほとんど長期契約によっている。
鉱石専用船の場合には，長期契約の割合はクンカーよりも高い。さきに，
第10表で見たところによれば， 1967年において鉱石の海上輸送量のうち，バ
ルキ・キャリヤーによるものは， 85％であったが，第23表によって見ると自
品
鉱
石
穀
第23表主要撒稜貨物の自由市場成約量： 1967年 （百万M.T.)
目
海上荷動量
成自 由(約B市)場量 =成自(約B由率)/市(AC)場) % ( D期自)契己=運約lO送分O -・(長C ) (A) 
石 164 8.0 4.9 95.1 
炭 67 9.6 14.3 85.7 
物 68 42.5 62.5 37.5 
（注） 1. 出所は，第2表に同じ。原資料は (A)はFearnley& Egers, 
(B)は Westinformの統計である。
2. (D)には，定期用船や短期の連続航海用船も含まれる。
己運送および定期用船を含めて，およそ単一航海用船（スボット）でない，
固定的な船腹の配船形態によって輸送される分が，実に95％に上っている。
(17) 最近外国では，ごく大型のタンカーが短期用船市場に現われることが珍しくな
"‘o 
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石炭の場合は，この比率がやや低く，さらに穀物においては， 40％にみたな
(18) 
ぃ。一般に，長期契約の量は，好況時に多く不況時に少ないといわれるが，
穀物の場合には，荷動き量そのものが変動しやすく，また穀物取扱い港の受
入れ施設が十分でないために，大型専用船ほ穀物についてはまだ少なく， し
たがって長期契約も割合に少ない。これに対して，鉱石の場合は，建造前か
ら10年以上15年くらいの長期契約を取り結んで，それによって運航する例が
多い。わが国についていえば，鉱石専用船はすべて建造前の長期契約で，期
(19) 
間も15年以上と長い。
このようにして，近年増大したバルク・キャリヤーにおいて，その運航形
態は，かつての不定期船が，そのときどきの貨物を求めて，世界中の海をわた
り歩いたのとは，いちじるしい違いがある。長期契約の運賃（ないしは用船
料）が，船主にとってつねに従属的なものだとはいえないにしても，運航の
形態そのものが専属的であることは明らかである。専用船は，工業の需要に
応ずるものであり，それが特定荷主のために専属して運航することは，まさ
に「工業海運」 (industrialcarriageあるいは広い意味での industrialcarrier) 
の時代だというわけである。
これが，戦前にくらべて，海運業の内容をどう変えたことになるか，数量
的に的確な数字はない。かつて日本郵船では，世界の外航定期船腹を集計し
第24表外航定期船腹の比重
1937年
区分 ー一 I 1958/1937 ！千GIT % 
外航定期船 I 21, 396 I 32. s I 2s. 506 I 24. 2 I 1. 33 
タンカー 1 10, 090 I 15. 5 I 3, 590 I 28. 4 I 3. 33 
その他船腹 l 3, 785 I 51. 8 I 5, 938 I 47. 4 I 1. 66 
合計 |65.2n I 100. o I 118. 934 I 100. o I 1. 81 
（注） 日本郵船調査部『世界定期航路』昭32, 8-9ページ， 同『世界定期
船会社』昭34,349ページ。
(18) 岡庭博『海運産業構造の研究』昭39,174ページ。
(19) 岡庭博『同上書』 170ページ。
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て，第24表のような数字を発表した。 1958年の時点において，世界船腹に占
める外航定期船のウェイトは， 1937年の 1んから 1んへと低下している。そし
て，この時には，「その他船腹」に含まれている外航不定期船ほ，まだほとん
どが戦前と同様の自由な配船活動をする万能型のトランプであった。ところ
が，さきの第 9表で示されているように，その後一般貨物船はあまり増加し
ていない。その表の貨物船の数字で， 1960年から1967年までの増加は約240
万G/T, これをすべて， 1958年の定期船に加えても， 1967年の外航定期船
ほ，約3,100万GITであり， 1億6,400万GIT中の18.9％にすぎない。いず
れにせよ， commoncarrier中の commoncarrierである定期船のウェイトが
近年いちずに低下していることは疑いのないところである。
同じ第 9表において，バルク・キャリヤーとタンカーの合計ほ，全体の
55.3％であった。かりにこの80％が，自己運送および長期契約によって就航
するとすれば，それは全船腹の44.2％に達する。これだけは，もはや船主の
自由な運航から離れているといってもよい。しかも，相手荷主は，石油会社
にせよ鉄鋼会社にせよ，まさに巨大な独占的大資本である。 「海運業ほ，
private carrierから commoncarrierへ，そしていまや commoncarrierか
ら commissioncarrierへ」といった人があ匁゜。）客船も多くはなやかであった
戦前の定期船時代を体験した業界としてほ，もっともな実感であるかもしれ
ない。しかし，それは，この産業が時代の要請に適応して生きぬくための，
(20) 米里正明「海運経営革命論」 『海運造船セミナー』昭37.1。なお，昭和43年 4
月1日現在，わが国外航経営59社の運航船腹構成（外国用船を含む）はつぎのとお
りである。
種 別 NO  千G/T 千D/W 同％
定 期 船 533 4,004 5,600 21. 7 
不定期船 463 2,890 4,433 17.2 
専
夕
＾ ロ
用 船 300 4,541 7,108 27.6 
ンカー 141 5,028 8,633 33.5 
計 1,437 16,464 25,774 100.0 
（注） 日本船主協会『海運資料』 No.91『外航船運行業者別船腹構成表』昭
43. 9による。
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必然的なあるいは積極的な転換であったともいえるのである。
ところが，ここにまた新しい問題が起こって，船会社は今度は陸上の運送
会社との間で，提携し競争しなければならなくなってきた。定期船のコンテ
ナ化と海陸一貫輸送形態の進展がこれである。
IV コンテナリゼーションとその影響
1.海上コソテナ化の進展
すでに，第11表によって示されたように，輸送対象が人間であって，自分
で歩いて乗下船する客船を別とすれば，貨物船のなかでは，定期船がもっと
も碇泊日数が多い。雑貨の荷役に要する労働時間は， 石油の600倍， 鉱石の
8倍に達する。いうまでもなく，雑貨がその字のように雑多な貨物から構成
されているからである。輸送の生産量は，一定期間内のトン・マイルで測ら
れるとすれば，距離的移動を伴なわない荷役・碇沿日数は，それだけ生産性
を阻害するものである。生産性向上の度合い低い製品は，財貨であれサービ
スであれ，相対的な価格は上昇せざるをえない。海運の場合，定期船運送ほ
まさにそうした種類の生産品目であったといえる。革新は求められていた。
その方法は，対象貨物を外形的に同質化することであり，単位（ユニット）
化することである。
貨物ユニクイゼーションの方法は，パレット (platte:貨物をのせる台で，
フォーク・リフトを使って移動させる）と一体にして運ぶ方法（バレット
化）と，コンテナに入れて運ぶ方法（コンテナ化）とがある。パレットは，
倉庫あるいは埠頭における荷役を容易にするために開発されたが，やがて，
鉄道， トラック，および航空機が，バレットに貨物をバインドしたまま輸送
するようになった。バレットの分だけ載貨容積は減少するけれども，それに
よって生ずる荷役費の軽減と稼動率の向上による収益の増加が，この損失を
補って余りあることが明らかにされたのである。
この方式が海上輸送にもとり入れられて，たとえばハンプルグ港では，ヵ
ナリー諸島のトマト，地中海のオレンジ，豪州のリンゴなどが，パレットで
運びこまれ，そのまま埠頭を通過する貨物に対しては港湾手数料が25％割引
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かれている。また，スペインでは，船倉にエレペークーをつけてパレットを
上げおろしし，水平にはローラーを設けたパレット専用船が建造されている
(21) 
という。けれども，普通の船では，狭い船倉内での作業にフォーク・リフト
を使うのは適当でなく，ロスの方が多い。バレット貨物の重量は，大体 1ト
ソ内外であるから，むしろ，これを大型コソテナに入れて運ぶのが今後の理
想的な輸送方式といえよう。海上貨物ユニット化の本命は， コンテナである。 9
コンテナそのものは，すでに国鉄の 5トソコ‘ノテナでよく知られており，
最近では船舶用の大型コソテナも，さかんに道路を走るのが見られるように
なった。コンテナ船は，船倉内をはちの巣のように縦に仕切ったうえ（ツェ
ル・クイプという），甲板上にもコンテナを積めるようになっている。積みお
ろしに必要なクレーンは，本船に装備しているのもあるが，コンテナ専用埠
頭が設けられて，陸上のクレーンを利用する船が多くなった。したがって本
船では荷役設備をもたず，専用船と同様に巨大なハッケのようなものである。
わが国最初のフルコンテナ船である箱根丸の要目は，第25表のとおりであっ
て，在来の貨物船にくらべると，船体の大きさ (G/T)の割にD/Wが小さく，
甲板積みが常態となっている。
第24表箱根丸の要目
長
さ
数
量
ン
重
卜
貨
全
巾
深
総
載
187メートル
26メートル
15.5メートル
16,240トソ
16,306トン
主機関 I三菱MANディーゼル
KI O.Z93/170E型
27,800馬力
最高速力 26ノット
満載航海速力 22.6ノット
コンテナ：大きさ 8’x8’x20'（国際規格）
稲載数 ｛船倉内 486個 (6段）｝
甲板上 266個 (3段）
合計 752個
このような海上コソテナ輸送は，どのようにして発展してきたか。世界最
大のコソテナ会社であるツーラ‘ノド (Sea-Land)社の生い立ちがそれを物
語てっくれる。ツーランド社は，その名前とは逆に，ラソドからツーヘ進出
した。社長の MalcolmMcLeanほ， 1933年にはじめて 2輪トレーラーを乗
(21) 大阪商船三井船舶調査室『輸送革新』昭42,92, 94ページ。
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用車でひっぽった。このマクレーソ・トラック会社は， 1955年ウォークーマ
ン汽船会社を買収し， 1956年中古のT2型クンカー 4隻を購入して，これを
改装ニューヨーク・ヒューストン間で，はじめて海上のコンテナ輸送を開始
した。その後コンテナ専用クレーソが開発されて， I957年10月から 6隻のフ
ルコソテナ船が登湯した。 1960年，海上の会社名をシーランドと改名，現在
ではコンテナ船35隻，コンテナ 27,000個を保有する（資産額280百万ドル，
1967年の営業収入は227百万ドル，純益2,460万ドル）といわれている。
国際的な航路におけるコンテナ化は， 1966年4月，このシーランド社が，
35フィートのコンテナ 226個積みのコンテナ船4隻で， ニョーヨーク・ロッ
テルダム間のウィークリー・サービスを開始したことによって本格化した。
その後，各国の船会社は，争ってコンテナ化に乗り出し，大西洋航路ではす
でに，シーランドのほか 3社のアメリカの船会社のほか，欧州でも，イギリ
ス，フランス， ドイツ，ベルギー，オランダ，スエーデンなど，いずれもコ
ンテナ船を保有している。とくに会社形態として注目されるのは AGL(At-
!antic Container Lines) OCL (Overseas Containers Ltd.)など，いくつかの
船会社が，とくに前者では数力国のそれが，共同でコンテナ輸送を行なって
いることで，コンソーツァム (Consortium)と呼ばれるこの形態は， ゴンテ
ナ船経営がいかに巨額の資本と大きい組織力を必要とするかを示すものとい
えよう。
太平洋航路では，アメリカのマトソン（MatsonNavigation)社が，同社の
固有の航路であるサンフランシスコ・ハワイ間において， 1956年からコンテ
ナ化を取り入れるようになった。 1965年，このマトソンが日本郵船に対して
極東航路進出について業務提携の申入れを行なったことから，わが国におい
ても，にわかにコンテナ船の対策が活発となり，「第2の黒船」とさわがれた。
1967年9月，マトソンは太平洋定期第一船を東京へ入港させた。おくれる
こと 1年，わが国のフル・コンテナ船箱根丸が就航。現在では，マトソンと
提携した日本郵船・昭和海運のグループと大阪商船三井船舶・川崎汽船・ジ
ャパソラインおよび山下新日本汽船の4社グループとが，ともに週 1回のコ
ンテナ・サービスを実施，貨物も予想外に多く集まっているという。太平洋
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航路では，このほか APL(American President Line) ツーランドの 2社もコ
ンテナ船を走らせており，日本／オーストラリア間にも 44年 8月からコンテ
ナ船の就航を見た。日本／ニューヨーク， 日本／欧州の航路がコンテナ化され
るのも間近いこととされている。このようにして，海上のコソテナリゼーツ
ョンは，ここ10年くらいの間に急速に進展し，技術的に立ち遅れていた定期
船部門ほ，文字どおり革新の波に洗われているのである。
2.コンテナ船のメリット
ここで，あらためて， コンテナ船の利点を整理し，それが現代の海上輸送
構造に及ぽす影響を考えてみよう。コンテナ船の利点は，はじめにのべたよ
うに，何といっても荷役作業の徹底した機械化・合理化にある。コンテチの
サイズは，いまわが国で用いられている。 8'x8'x20'（外法）で， 1,280立
方フィート32M/Tであるから，貨物は正味70％程度とみて， 22M/Tになる。
重量では，平均15トン（このほかにコンテナの自重はアルミ製で1.5トン）
という。これだけのコンテナの荷役に要する時間は，クレーンで操作する時
間だけをいえば約3分ですむ。 1時間20個である。上記箱根丸クラスでいえ
ば，全コンテナの積荷に丸2日と要しない勘定である。しかも，雨中には，
これまで荷役ができなかったのが可能となった。波で船体が揺れると，コン
テナを船倉のレールにはめるのが困難であるが，そういうことはめったにな
ぃ。いわば，これまでは，たんぽの農耕作業のような風であった雑貨の荷役
が，一挙に工場内の作業のように，機械化されたのである。実際，直接の作
業員は数人にすぎない。本船の上ではただ 1人である。このようにして，従
来の定期船では， 1週間ないし10日を要した荷役が， 2~3日でできるよう
になると， これまでは 1年を通じて150日程度は碇泊していたものが， 50日
ですむようになる。航海と碇泊との割合は4:3から 5: 1へと改善される。
それだけ，生産性がよくなるわけである。
第2の点は，碇泊期間の短縮によって船型の大型化・高速化が有利となり，
可能となることである。これらも，いずれも船の生産性（あるいは船を使用
する労働の生産性）向上の要因である。昭和41年度の『海運白書』はこの点
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について，「たとえば， 12, OOOG/Tの定期船と24,000トンのコンテナ船とを
比較すると，船価は約1.6倍となるが，燃料費は1.4倍，船員費はほとんど変
(22) 
わりない」とのべている。第25表は，日本／米国太平洋岸航路におけるコン
第25表 日本／米国太平洋岸コンテナ船の輸送コスト
（フレート・トン当たりドル）
稲 載
125% I 100% I 75% 
率 I往航竺］［往航復航；；□-航
100% I 25% I so% I 20% I 60% I 15% 
20. 43 I 24. 91. I 32. 36 五 16kt
゜0 I 21kt 畠 年間輸送葺
(F/T) 
゜
16kt 
8 I 21kt 
個 年間輸送量
積 (F/T)
20.25 
687,500 
16.03 
15.94 
1,375,000 
25.18 
550,000 
19.40 
19.27 
1,100,000 
32. 72 
412,500 
25.01 
24.85 
825,000 
（注） 1. 16ノット船は5隻， 21ノット船は4隻でラインを構成する。
2. 船価は， 16ノット船が， 1隻1,295百万円と1,895百万円。 21ノッ
ト船が 1,680百万円と2,330百万円。
3. 寄港地は，阪神，京浜，サンフランシスコ，ロスアンゼルスの 4
港。
4. 大阪商船三井船舶調査室『輸送革新』昭42,118ページによる。
テナ船の輸送コストの試算であるが，同じ書物に示された従来の平均運賃は
28ドル／トンであるという。仮りに， 1,000個型， 21ノットのコンテナ船が，
~23) 
100％積荷をとったとすれは，この表で運賃は19.27ドル／トンまで下がりう
(22) 昭和41年度『海運白書』 98ページ。
(23) 昭和43年9月～44年 3月の日本船の輸送実績はつぎのとおりである。
--- - -
往・復 コンテナ数フレート・トン 1個当たり
フレート・トン 積載率％
往航 21,105 I 389, 301 I 18. 4 I 90. 4 
復航 16,161 I 231, 212 I 14. 3 I 69. 2 
（注） 昭和44年度『海運白書』 51ページ。
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る。それは従来の運賃にくらべると， 31％の低下である。
以上のようなメリットは，主として船そのものに即して，指摘される点で
あるが，より広く輸送の全般的な過程を通してみる場合には，さらにつぎの
ような点があげられる。
第 1VこDoor-to-Doorの輸送時間が早くなることは， それだけの利点に加
えて，この間の金利負担の減少という利得をともなう。第 2に，包装費が軽
減され，かつ包装部分に対して支払っていた運賃が不要となる。第 3に，安
全である。前述の雨ぬれはもとより，荷役中の盗難もなく，積換え作業によ
る揚傷も少なくなる。航海中船体の動揺による貨物の揚傷も減るであろう。
第4に，これまで天候に左右され人力に依存することの多かった荷役方式が
ー変して，きわめて合理的になり，また寄港地も少なく原則としてビストソ
航海であるので，船の発着が確実で，輸送が全般的に計画化・組織化されて
くることである。荷主にとって，あるいは客観的な輸送の能率という点から
すれば，これらの利点がきわめて重要である。いいかえると，海上コンテナ
化の利点は，国鉄のうたい文句のように「戸口から戸口ヘ」という点におい
て，もっともよく発揮されるといわねばならない。海上コンテナ化のメリッ
トを，十分に生かすためには Door-to-Doorを実現するような輸送ヽンステム
全般の整備・再編成が必要である。
このようにして，コンテナ船の出現は，それ自体，輸送手段の革新である
が，それは同時に，対象貨物の外形的変革であるユニタイゼーションを伴な
っている。そればかりでなく， コンテナのユニットにみたない貨物 (LCLヵ
ーゴー）ほ，たとえば出荷組合等の方法で，この輸送システムにのることが
促進されよう。コンテナリゼーションは，対象貨物のあり方を通じて，流通
経済の発展をリードするものといえる。そればかりでなく，輸送主体もしく
は輸送形態の面でも大きい変化が起ころうとしているのである。海陸一貫輸
送，ないしは空をふくめて「協同一貫輸送」 (intermodaltransportation)の
形成といわれるものがそれである。いい方をかえれば，そもそも協同一貫輸
送の実現こそ，海上コンテナ化の終局的な，あるいは最大のメリットである
ともいえるからである。
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3.協同一貫輸送の形成
昭和44年 7月26日の新聞は， 運輸大臣が， 日本／米国太平洋岸のコンテナ
輸送を行なっている上記の（中核体と称している） 6社に対して，運賃値引
きなどの過当競争をやめるように勧告したことを報じている。過当競争とい
われる以上は，多くの国家補助によって成り立っている現在の船会社の経営
が，それによって不当に害されるという意味で，大臣の勧告もそこの点が原
因で行なわれたものであろう。しかし，もしそういうことでさえなければ，
運賃が荷主に対して平等に引き下げられることは，望ましいことであり，上
のようなコスト計算からすれぼむしろ当然のことであろう。
ところが，新聞によると，「日本船6社，米国のシーランド，マトソンなど
海運各社は，海運同盟が禁止している陸上輸送部門の通！賃を負担したり，大
量の貨物を出す荷主に対する運賃の割戻し（リベート）など，運賃の値引き
までしている。最近の同航路の運賃ほ，平均 1トン当たり35ドル前後のもの
が，最高20％近くも割引き下され，この航路はほとんど満船であるにもかか
(24) 
わらず，経営的には赤字の会社もでているほどという。」 つまり，定期航路
における雑貨の運賃には，海運同盟なるカルテルがあって，それがきめてい
る一定の運賃と，荷主へのサービスについての条件がある。それは，大体に
おいて，経営の安定を保障するために設けられたものであるから，これを割
って運賃を引き下げ，あるいはオーバー・サービスをすることは，過当競争
だというわけである。要するに，定期船サービスの基準は，同盟の協定にお
かれている。それは長い歴史で作られてきたものではあるが，新しい時代に
は洗いなおされねばならない。
コンテナ輸送の最大のメリットは， ドア・ツー・ドアである。荷主として
は， 1人の運送人が， 1つの運送契約ではじめからおわりまで運送を引き受
けてくれるのが，もっとも便利である。輸送距離が長いからといって，その
運送人は，必ずしも船会社である必要はない。鉄道会社， トラック会社，航
空会社，貨物取扱業者， コンテナ・リース業者等，どんなものでも確実に運
送し責任をもつものであればよい。船積貨物に対して船会社が発行する船荷
(24) 『日本経済新聞』昭和44年 7月26日号。
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証券 (B/L)は，荷主にとってほ，海陸一貫の「通し船荷証券」 (Through
B/L)であることが望ましい。しかし， その発行者は， 必ずしも船会社でな
くても，これらの一貫輸送の引受人であって悪くはないのではないか。もし，
そうなれば，船会社は，輸送主体ではなくて，下請け企業になるだろう。
common carrier fま，ここでも commissioncarrierになりかねない。
もちろんすぐに，いや必ずこのような形に進むというのではない。コソテ
ナ船の経営ほ，かりにコンテナの保有を切りはなしても，巨額の資本と組織
力とを必要とするのであって，航路ごとのグループ化ないしはコソソーツァ
ムの形成がまず進むであろう。コンテナ船の運航がビストソ航海であること
は，当事者である 2国のみの荷主を相手とすることとなり，船会社もおのず
から 2国に限られ，そういう形での独占がすすむであろう（伝えられるラソ
ド・プリッジの構想をめぐっては，アメリカとソ連との政治的な思わくさえ
ひそんでいるという）。
影響ほ船会社のみでない。港もまたコンテナ化のあおりを受ける。これま
では，比較的小さい港へも寄港したのが，これからは，コンテナ専用バース
のある港にしか寄港せず，あとはトラックか沿岸船で，いわゆるフィーダー
・サービスとして運ばれることになる。日本と欧州との貿易が，パナマ経由
にしろ，ソ連経由のランド・プリッジにせよ，コンテナの直航ルートで行な
われるようになれば，スニズ運河は，その価値を半減しよう。港の労働者に
とっても，コンテナによる労働節約は，やがて日本でも問題になるかもしれ
ない。港湾倉庫業，港運業，検数業等についても同様である。税関業務は，
相当量が内陸で行なわれるようになるであろう。
協同一貫輸送が進展して，ユニット・ロード・システムが完成されるため
には，しかし，なお多くの問題がある。技術的な問題としてほ，まずコンテ
ナ・クーミナルの整備である。欧米の各港は，とくにこの点に力を入れてお
り，わが国でも昭和42年に外貿埠頭公団法にもとづいて，京浜・阪神の 2つ
の外貿埠頭公団が設立され，目下その工事がすすめられている。道路通行条
件の整備，鉄道のいわゆるフレイト・ライナー（コ、ノテナ専用列車），あるい
は内航コンテナ船の活動も並行しなければならない。
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さらに，制度的には，各国の運送法規を統合し，斉ーな責任原則によって，
単一の主運送人が運送する制度を必要とする。すでに万国海法会 (Co:inite
Martime International, CMI ; 1897年創立）では， 1965年以来この問題をと
り上げて，新しい輸送形態に対応した運送責任のルールを作りつつある。
1969年4月の東京総会で採択された「複合輸送における運送人の責任の規制
に関する条約案」 (DraftConvention on Combined Transports)は，まさに
こうした時代の要求に答えようとするものである。将来の船荷証券は，この
(25) 
条約（「東京ルール」）に準拠するものが多く現われることになろう。
コソテナ輸送の本湯であるアメリカでは，陸上運送の規制法である ICA
(Interstate Commerce Act)において， commoncarrierはあえてトラック，
貨車等輸送手段の所有を要しない。したがって，貨物取扱業者 (forwarder)
も立派な commoncarrierであって FMC(Federal Maritime Commission) 
の認可をえれば，いわゆる NVOまたは NVOCC(Non-Vessel Operating 
Common Carrier by Water) として協同一貫輸送の輸送主体となることがで
きる。ところが，海上運送法 (ShippingAct)によって規制を受けている海
運業者は，容易に内陸輸送業の資格を得ることができない。そこで，このよ
うな不都合を改め，さらに， 1人の運送人が「通し運賃」を設定し通し船荷
証券を発行しうるようにその条件を設定した「通商筒素化」 (TradeSimplifi-
cation Act of 1968)法案が準備されている。これによって，将来外国の船会
社も，アメリカに通ずる一貫輸送の主体となることができるように。しかし，
そのときには，同時にわが国の業者も相手方に対して，自国内陸での活動を
認めねばならないであろう。海陸を通じて国際的な提携と競争とほ，一段と
活発になるにちがいない。
(25) その第 1条第4項(a)号では，この条約を ‘TokyoRules'と呼ぶことが定められ
ている。
